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推進体制 2

萩市ＤＸ推進本部 市長・副市長・教育長・各部長

市のＤＸ推進に係る基本的方針、重要事項について協議を行う

萩市ＤＸ連携会議 WG担当課長、市内IT企業等（オブザーバー）

各ワーキンググループの検討事項について、技術的知見を有する

専門家の意見も取りまとめた上で、推進本部に提案を行う

ワーキンググループ 関係する業務の各担当者

ＤＸ推進に係る個別専門的な事項について、調査・検討を行う

萩市のＤＸ推進体制は、以下の三層の協議体により行う

重点取組事項 各部署からの提案・課題事項



ＤＸ推進方針の改定

本日の議題 3

今後の取り組みについて

その他
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ＤＸ推進方針の改定 5



今年度導入予定のツール 6

Kintone（キントーン）：ローコードツール

Box（ボックス）：オンラインストレージ

Box

インターネット上にある保存場所（Box）にファイルを
保存して保存場所のリンクを共有することで外部とファ
イルのやり取りを容易にする仕組み

萩市情報セキュリティポリシーに則り実施
手順等を作成しますので、ルールをしっか
り守りましょう！

ITリテラシーの無い職員でもマウス操作と最小限の記述
でアプリやシステム構築が可能な仕組み

エクセルマクロや集計作業等は、Kintoneに
置き換えて効率化！

操作研修も開く予定なので是非活用検討を！



その他の取り組み 7

ノートパソコンへの移行

ノートパソコンについては、画面が小さく見辛いといったご意見を考
慮して、現状デスクトップパソコンで利用しているディスプレイ画面
と切り替え後のノートパソコンを接続して画面を大きく見え易くする
ことも可能です。

今後、ペーパレスや利便性の観点からデスクトップパソコンについて
は基幹系やその他セキュリティを考慮したものを残し、必要に応じて
ノートパソコンへの切り替えも積極的に提案していく予定です。

セキュリティポリシー遵守徹底

令和５年３月、萩市情報セキュリティポリシーが情報政策課により、
施行されております。研修動画等も準備していますので、所属職員へ
の周知徹底をお願いします。



ＤＸ推進方針の改定

本日の議題 8

今後の取り組みについて

その他



庁内ＤＸアンケートの実施 9

令和５年３月 全職員を対象としたＤＸアンケート を実施

行政実務にあたる職員が抱える課題やニーズ等を幅広く把握し、

今後のＤＸ推進本部等での検討議題の参考とするため

職員（※）の過半数３３７人から回答 ※病院医師・看護師等除く
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庁内ＤＸアンケート結果 10
項目 内容 順位（人数）

住
民
サ
ー
ビ
ス

の
利
便
性
向
上

住民窓口の改善 住民に申請書類を書かせない・オンライン予約等により待たせない窓口 1位（205人）

リモート窓口の導入 市役所から遠方の施設をリモートで繋いで窓口対応できる仕組み 3位（ 91人）

統合型ＧＩＳによる
地図情報管理

各部署で管理する地図データを共有・公開できるシステム 4位（ 72人）

市
役
所
庁
内
業
務

の
効
率
化

電子契約の導入 電子化された契約書により押印・製本・郵送などの手間がなくなる 2位（ 93人）

グループウェアの見直し 外部からメールやスケジュールを確認できるグループウェアなど 5位（ 61人）

データに基づいた施策立案 データ分析ツールの導入、活用方法の研修開催など 7位（ 38人）

庁内電話のクラウド化 携帯で業務電話を受けることができ、業務場所の制約がなくなる 9位（ 32人）

地
域
社
会
の
Ｄ
Ｘ

観光ＤＸの推進 観光クーポンの電子化や、スマホで移動が完結できる「MaaS」など 6位（ 58人）

地域全体で取り組む
仕組みづくり

地域住民・企業等と連携・共働する方法の研究・検討 8位（ 37人）

市内企業のＤＸ支援 デジタル化対応についての相談受付・アドバイスなど伴走型支援 10位（ 29人）

デジタル地域通貨の構築 地域内消費喚起や地域コミュニティ活性化を目的とした通貨 11位（ 14人）

メタバースの活用 仮想空間上でアバターを使って交流、今年度ふるさと納税で活用 12位（ 11人）

そ
の
他

・誰でも操作のできる端末の研究（タッチ操作だけでなく音声操作なども）
・問い合わせチャットボット、ＡＩチャットボットの活用
・庶務事務システムと人事給与システムの連動
・業務ノウハウの蓄積（業務マニュアルなどのフォーマット）
・業務のマネジメント管理（メンタルや健康状態の可視化・業務状況の把握・最適な人員配置）
・各種サービスのアカウント管理を行う認証基盤
・基本的なオフィスソフトの初心者研修
・医療用ＭａａＳ（医療機器を搭載した車両が訪問し、病院内の医師がオンラインで診療）

（ 15人）



住民窓口改善・リモート窓口導入 11

アンケート回答（抜粋）

・高齢者や障がい者の方の中には、申請書の記入が困難な方もいる

・実際に自分自身が窓口に行った際に、待ち時間が長いと感じた

・支所でも専門的な相談対応が可能となり、地域間格差の解消につながる

・住民が効果を実感できる取組のため、今後のＤＸ推進の機運醸成につながる

先行事例①「書かない窓口」

・窓口で身分証等を読み取り、または申請者が事前にスマホ等で情報入力

・職員は情報を印字した申請書を提示、もしくはタブレット画面に表示

・申請者はその内容を確認、サインのみで手続き完了

・申請データはそのまま業務システムに取り込み（申請書の入力作業が不要）

所沢市ホームぺージ「書かない窓口」より



住民窓口改善・リモート窓口導入 12

先行事例②「リモート窓口」

・本庁舎と出先機関をオンラインで繋ぎ、

身近な拠点で、さまざまな手続きや

相談を可能とする仕組み

メリット

① 手続時間・待ち時間の短縮につながる

① 申請書記入が困難な方（高齢者・障がい者）の負担軽減となる

① データ取り込み等により、職員の申請書入力作業が軽減される

② 住み場所にかかわらず、同じ内容の手続きや相談が可能となる

デメリット

① 市民総合窓口では、ある程度効率化実施済み（委託・一部申請書印字）

①② 導入費用が高額（書かない窓口は2,000万円～）

①② 令和7年度システム標準化が控えており、再投資が必要となる可能性も

② 本庁舎側の対応職員の確保が必要（出先側も操作の支援が必要）

福岡市報道発表資料「リモート窓口実証実験」より



電子契約の導入 13
電子契約は、従来行っていた紙の契約書ではなくデジタル上で契約を締結できる
仕組みです。
民間企業での導入が広まってきていますが、地方自治体でも、法改正をきっかけ
に電子契約の導入が進んできています。

電子契約と書面契約の違い

電子契約 書面契約

形式 PDF等の電子データ 紙

契約書の作成方法
作成した契約書データを
電子契約システムにアッ
プロードする

作成した契約書を紙に印刷
して綴じる

署名方法 電子署名 本人の署名または押印

証拠能力の担保
電子証明書・タイムスタ
ンプ

割印・印鑑証明書

契約締結方法 インターネット 郵送・持参

収入印紙 不要 必要



電子契約の導入 14

メリット

〇業務の効率化
書面契約では、印刷や製本、封入、送付などの作業が発生します。電子契約で
は、電子データかつ押印をオンライン上のシステムでやり取りするため、紙契約
書に比べて工数が減るため契約業務の効率化につながります。
〇コスト削減
電子契約を導入すると印紙税と収入印紙が不要になるため、コスト削減になり
ます。ほかにも、書面契約で必要な印刷代や郵送費、封筒代、保管場所や保管料
などのコストも削減できます。

デメリット

〇取引先の合意が必要
取引先に電子契約について説明し、対応の可否を確認する必要があります。
合意が得られない場合は、その取引先とは従来どおり紙での締結となります。
〇全ての契約に対応していない
ほとんどの契約は電子契約で対応できますが、一部の契約については、法令等
により書面での契約が義務付けられていますので、電子契約はできません。ただ
し、こういった契約についても、法改正により、徐々に電子化が解禁されてきて
います。



観光ＤＸ 15

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３

過去５年観光客の推移

県外客 県内客 内宿泊客 総数 線形 (総数)

令和４年 「ふるさと萩のすがた」から参考

観光庁の「観光白書」によると、観光産業が抱えている構造的な課題には「離職率の
高さ」「生産性の低さ」「デジタル化の遅れ」が指摘されている。

これらを解決する施策として、さらなる「デジタル実装」を進めて消費拡大と再来促
進などを図り、それらを支えるデジタル人材の育成を掲げている。

萩市の現状を振り返ると観光客についてはコロナ禍以前から減少傾向となっており、
観光DXの導入は喫緊の課題

訪れて幸せ
観光客の満足度アップ



観光ＤＸ 16

観光DXの事例

地域クーポン

全国旅行支援でデジタルクーポンの活用が全国で広がっている。山口県も「旅々やまぐち割プラス
クーポン」としてregion PAYというアプリを活用したデジタルクーポンの仕組みを利用しており、７月
14日の期限を迎えることなく既に予算上限に達したため個人旅行枠の新規予約販売は停止している。
※region PAY導入は26都道府県に上る

MaaS（Mobility as a Servise）

群馬県前橋市では「GunMaaS（旧MaeMaaS）」を構築し、スマートフォン一つで検索・予
約・決済が行え、デマンド交通として前橋市内運航エリアの希望するバス停からバス停へ乗り換
えせず行くことが出来たり、「マイナンバーカード」と「交通系ICカード」を連携することで市
民であれば割引サービスを適用するサービスを展開しています。

メタバース

メタバースとは仮想空間の事ですが、リアルな移動コストや時間を抑えて観光地にいるかのよ
うな体験が仮想空間上でできる仕組みで、体験後にはリアルに観光に訪れる可能性もあり新たな
収益源として期待されています。島根では「島根縁結び商店街」としてメタバース上の商店街で
実際に特産品の販売を実施したり、AR（拡張現実）やVR（仮想現実）を利用したイベントを開
催することによりリアルに観光に訪れないとできない体験が可能な事例もあります。



地域全体で取り組む仕組みづくり 17
「萩DX × Well-Being」

～ DXで萩のみんなが幸せに ～

住んで幸せ
住民の利便性向上

働いて幸せ
業務効率化・働き方改革

訪れて幸せ
観光客の満足度アップ

地域住民や企業・団体と共創して新しい
アイデアを創出、実現していく枠組み

共創



地域全体で取り組む仕組みづくり 18

シビックテック

市民（Civic）とテクノロジー（Technorogy）を組み合わせた造語

市民が抱える課題をテクノロジーで解決する試み

行政が主体ではなく 市民が主体

会津若松市

「Code For Aizu」という地元企業、自治体、会津大学、学生による緩い繋がり
のネットワークを形成し活動。その中で冬場の消火活動の際に消火栓が埋まって
消火栓が発見しづらいという地元消防団員の声から「会津若松市消火栓マップ」
アプリを作成。

札幌市

デジタル技術で街を楽しくしたいという技術者の集まり「Code For Sapporo」
が札幌市が公開するデータを使い「さっぽろ保育園マップ」を作成。

共創の例

http://papamama.codeforsapporo.org/


デジタル田園都市国家構想交付金 19



デジタル田園都市国家構想交付金

令和５年採択事業（令和４年度第2次補正予算分）

デジタル実装タイプ TYPE1

（分類別）

行政サービス 住民サービス 教育 文化・スポーツ

医療・福祉 子育て 交通・物流 防災・インフラ

農林水産 産業振興 観光

デジタル実装タイプ TYPE2

デジタル実装タイプ TYPE3

※下線部をクリックすると、資料を閲覧できます。

20

参 考

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/01_type1gyoseisabisu.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/02_type1jumin.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/03_type1kyoiku.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/04_type1bunnka.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/05_type1iryofukusi.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/06_type1kosodate.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/07_type1kotu.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/08_type1bosai.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/09_type1nousui.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/10_type1sangyo.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/11_type1kanko.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/type2gaiyou.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/gaiyou/pdf/type3gaiyou.pdf


ＤＸ推進方針の改定

本日の議題 21

今後の取り組みについて

その他



ＣｈａｔＧＰＴの活用検証

ＡＩチャットボット「ＣｈａｔＧＰＴ」を業務に活用できないか、

中央省庁や地方自治体で検討・検証する動きが相次いでいます。

22

4/11 経済産業省 国家公務員の負担軽減につながる可能性があり、活用を検討

4/18 農林水産省 行政手続マニュアルを分かりやすく書き換える作業に導入を検討

4/18 横 須 賀 市 文章作成・要約、誤字脱字チェック、アイデア創出などで検証

4/25 岩 国 市 業務効率化を期待し、活用の方向性を探るための実証を予定

4/25 山 口 県 暫定利用を認め、本格的なルール作りに向けたチームを設置

得 意 な も の

・文章作成や要約、校正
「この議事録を100字以内で要約して」

・アイデア出し
「○○のキャッチフレーズを考えて」

適 さ な い も の

・正確な情報の検索
→ 古い情報や誤った回答をする場合も

・個人情報を含んだ質問
→ 学習のためデータ収集される可能性

行政業務を大幅に効率化するツールとして、非常に期待できる反面、

使い方によっては注意点やリスクも存在します。

この大変有益なツールを、いち早く、適切・安全に活用できるよう、

萩市でも活用方法について今後検討・検証していきたいと考えます。
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